



　平成 30（2018）年 11 月 26 日、中央教育審議会より「2040 年の高等教育のグランドデザイン」が答申された。
本答申は、第 9 期中央教育審議会大学分科会将来構想部会において、「第 4 次産業革命」「人生 100 年時代」な
どに代表されるような社会の変革期に対応した人材育成と知的活動の中核となる、高等教育機関の将来構想に
関する総合的な検討を行ったものである。
　筆者は、大学分科会 / 将来構想部会の委員として、答申提出までの約 2 年間の審議に加わった。本稿ではまず、











　この準備の上に、平成 15（2003）年より大学分科会での高等教育の将来像の議論が開始され、約 2 年間の審














Grand Design for Higher Education toward 2040 (report)





















































　平成 29（2017）年 5 月に専門職大学制度を創設するための学校教育法の改正、同年 9 月に、専門職大学設置






















































































18 歳人口は平成４（1992）年の 205 万人をピークに減少を続け、現在は 118 万人にまで減少している。この
間大学進学率は、右肩上がりに上昇し 52.6％となり、大学進学者数も 63 万人にまで増加している。高等教育
機関（大学、短期大学、高等専門学校、専門学校）全体としての進学率は 80.6％になったが、進学者数は、平






平成 29 年度と比較すると 3％の増加、特に、大学進学率は 57.4％で、4.8％増加するももの、進学者数は、74




進学先 進学者数 進学率 進学者数 進学率 進学者数 進学率
大学 54万 26.4 63万 52.6 51万 57.4
高等教育機関全体 117万 57.2 97万 80.6 74万 83.6








の推計を提示している。平成 29 年の大学進学率の地域間格差は大きく、35.7％（東京 72.8％　沖縄 37.1％）も
の差がある。東北や九州には進学率 4 割以下の県が多く、平成 17 年時点よりも、地方と都市圏の進学格差は



















実数（校） 割合（％） 実数（校） 割合（％）
地方・中小規模 332 56.3 589,609 28.6
都市・中小規模 196 33.2 429,857 20.8
地方・大規模 20 3.4 284,611 13.8
都市・大規模 42 7.1 759,941 36.8






































































実数（校） 割合（％） 実数（校） 割合（％）
地方・中小規模 206 64.2 67,329 56.1
都市・中小規模 107 33.4 41,497 34.6
地方・大規模 4 1.2 5,481 4.6
都市・大規模 4 1.2 5,635 4.7
計 321 100.0 119,942 100.0
出典：日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政（平成」29 年度版）」
　答申の関係資料（226P）に短期大学の学校数・学生数に関する統計が記載されているが、学生の 6 割以上は、
地方の短期大学に在学しており、政令指定都市や東京 23 区内の在学生が 6 割弱（57.6％）を占める四年制大学
とは大きく異なっている（表４）。
　さらに、将来構想部会の短期大学関係の委員のみに提示された、短期大学への 2033 年および 2040 年の進学














































ることが本答申文から読み取れる。高等教育機関への進学者の 3 割弱は専門学校への進学者で、短大の 5 倍で








標準教育分類）上のレベル４（中等以降高等教育以前教育：Post –secondary non-tertiary education）の「第
3 段階や雇用の準備をするプログラム」に相当するレベルに留まっている。対して、短期大学は、レベル５B




























































体的な方策と合せて表 5 にまとめた。具体的な方策については、今後の検討課題として、第 10 期中教審大学
分科会に引き継がれることとなっている。
　また、後半では、短期大学の今後の制度的・教育改革上の課題についても述べてきたが、短期大学として、
2040 年頃の我が国の高等教育の一翼を担う役割を担うための変革をどのように進めるべきか、いまだ不透明で
あり具体的な振興策が見えない。
長崎短期大学研究紀要　第 31 号
—76—
　グランドデザイン答申では、短期大学を、高等教育の多様化を担保する機関と位置づけている。短期大学教
育の特色を強化し我が国の短期高等教育のスタンダードを築くには、足元にある当面の課題を一つ一つ丁寧に
解決していき、地域での存在感を創り出していくこと以外に、短期大学教育の新たな地平に近づく途はないの
だろう。
長崎短期大学研究倫理委員会承認【19－短倫－01】
